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第1章 調査の概要 

第1節 調査の目的 

 本調査は、平成16年度における県内の産業廃棄物の発生及び処理状況の実態を調査し、現状把握と将

来予測を行い、廃棄物の適正処理の確保を図るための基礎資料を得ることを目的とする。 

 

第2節 調査に関する基本的事項 

1 ． 調査対象期間 

 平成16年4月1日から平成17年3月31日までの1年間 

    

2 ． 調査対象廃棄物 

 調査対象廃棄物は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（以下「廃棄物処理法」）及び同法施行

令に定める産業廃棄物とし、以下に示す。 

  なお、汚泥、廃油、廃プラスチック類、がれき類については、（   ）内に示す細区分で調査した。 

表1-2-1 調査対象廃棄物 

 調査対象廃棄物   （  ）内は細区分 

産 
業 

廃 

棄 

物 

・燃え殻 

・汚泥 （有機性汚泥、無機性汚泥） 

・廃油 （一般廃油、廃溶剤、固形油、油でい、油付着物質） 

・廃酸  

・廃アルカリ  

・廃プラスチック類 （廃プラスチック、廃タイヤ） 

・紙くず 

・木くず 

・繊維くず 

・動植物性残さ（動物性残さ、植物性残さ） 

・ゴムくず 

・金属くず     

・ガラスくず、コンクリートくず及び陶磁器くず [以下「ガラスくず等」と略す] 

・鉱さい 

・がれき類 （コンクリート片、廃アスファルト、その他） 

・ばいじん 

・家畜ふん尿、家畜の死体、動物系固形不要物 

・その他の産業廃棄物 

特
別
管
理 

産
業
廃
棄
物 

・廃油（揮発性油、灯油類、軽油類） 

・廃酸（pHが2.0以下のもの） 

・廃アルカリ（pHが12.5以上のもの） 

・感染性廃棄物 

・特定有害産業廃棄物（廃石綿、廃石綿以外） 
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 また、有償物、廃棄物等については下記に示す取り扱いを行った。 

 

 (1) 法令上廃棄物とならないものも、今後の社会状況の変化によっては産業廃棄物となる可能性があ

るため、今回の調査対象に含めた。 

 (2) 紙くず、木くず、繊維くず及び動植物性残さについては、廃棄物処理法施行令での指定業種の事

業所から発生したもののみを調査の対象とした（廃棄物処理法施行令 第2条による）。産業廃棄物

と指定業種の関係を表1-2-2に示す。 

 

表1-2-2 産業廃棄物と指定業種の関係 

産業廃棄物 指 定 業 種 

紙くず 

建設業に係るもの(工作物の新築、改築又は除去に伴って生じたものに限

る。）、パルプ、紙又は紙加工品の製造業、新聞業（新聞巻取紙を使用し

て印刷発行を行うものに限る。）、出版業（印刷出版を行うものに限る。）、

製本業及び印刷物加工業に係るもの並びにPCBが塗布され、又は染み込んだ

ものに限る。 

木くず 

建設業に係るもの(工作物の新築、改築又は除去に伴って生じたものに限

る。）、木材又は木製品の製造業(家具の製造業を含む。）、パルプ製造業

及び輸入木材の卸売業に係るもの並びにPCBが染み込んだものに限る。 

繊維くず 

建設業に係るもの(工作物の新築、改築又は除去に伴って生じたものに限

る。）、繊維工業(衣服その他の繊維製品製造業を除く）に係るもの及びPCB

が染み込んだものに限る。 

動植物性残さ 
食料品製造業、医薬品製造業又は香料製造業において原料として使用した

動物又は植物に係る固形状の不要物 

 

 (3) 酸性又はアルカリ性を呈する排水であって、これを公共水域へ放流することを目的として事業所

で中和処理を行っている場合には、中和処理後に生じた汚泥を発生量とした。 

(4)自社で廃棄物を焼却処理した後に発生した燃え殻は、焼却処理前の廃棄物量を発生量とした。 

(5) 含油排水であって、これを自社で油水分離しているものについては、油水分離後に生じた廃油（浮

上物）と汚泥（沈でん物）とに分けて、各々を発生量とした。 

 (6)混合廃棄物等の表1-2-1調査対象廃棄物の区分が困難なものについては、その他の産業廃棄物とし

て集計した。 
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3 ． 調査対象業種 

 調査対象業種は、日本標準産業分類（「平成14年3月改訂」総務省）に記載された分類を基本に、産

業廃棄物の排出量等を勘案し、表1-2-3に示す業種とした。 

 なお、本報告書では、業種名称を表1-2-3に示す略称で記述する。 
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表1-2-3 調査対象業種 

日 本 標 準 産 業 分 類 略       称 

農業 農業 

鉱業 鉱業 

建設業           建設業 

製造業 
  食料品製造業 
  飲料・たばこ・飼料製造業 

  繊維工業（衣服・その他の繊維製品を除く） 
  衣服・その他の繊維製品製造業 
  木材・木製品製造業（家具を除く） 

  家具・装備品製造業 
  パルプ・紙・紙加工品製造業 
  印刷・同関連産業 

  化学工業 
  石油製品・石炭製品製造業 
  プラスチック製品製造業 

  ゴム製品製造業 
  なめし革・同製品・毛皮製造業 
  窯業・土石製品製造業 

  鉄鋼業 
  非鉄金属製造業 
  金属製品製造業 

  一般機械器具製造業 
  電気機械器具製造業 
  情報通信機械器具製造業  

  電子部品・デバイス製造業 
  輸送用機械器具製造業 
  精密機械器具製造業 

  その他の製造業 

製造業 
  食料品 
  飲料・飼料 

  繊維 
  衣服 
  木材 

  家具 
  パルプ・紙 
  印刷 

  化学 
  石油・石炭 
  プラスチック 

  ゴム 
  皮革 
  窯業・土石 

  鉄鋼 
  非鉄金属 
  金属 

  一般機器  
  電気機器 

情報機器 

電子部品 
  輸送機器 
  精密機器 

  その他    

電気・ガス・熱供給・水道業 
  電気業         
  ガス業 

上水道業   
下水道業 

電気・水道業 
  電気業        
  ガス業        

  上水道業      
  下水道業      

運輸業 

  鉄道業 
  道路旅客運送業 

道路貨物運送業 

運輸業 

 
 

卸売・小売業 

  各種商品卸売業 
各種商品小売業 
自動車小売業 

燃料小売業 

卸・小売業 

  卸売業 
  小売業 
 

 

サービス業 
  写真業 
  洗濯業 

自動車整備業 
廃棄物処理業（産業廃棄物のみ）  

サービス業       
  写真業 

洗濯業 

自動車整備業 
廃棄物処理業 

医療・福祉 
医療業 

医療業 
 



- 5 - 

4 ． 調査対象地域 

 調査対象地域は、三重県全域とした。 

 なお、本調査においては、三重県内を次の9地域に区分して調査した。 

 

表1-2-4 地域区分表 

地域 構成市町村名 

 桑名・員弁地域 桑名市、いなべ市、東員町、木曽岬町 

 四日市地域 四日市市、菰野町、朝日町、川越町 

 鈴鹿・亀山地域 鈴鹿市、亀山市 

 津・久居地域 
津市、久居市、河芸町、芸濃町、美里村、安濃町、香良洲町、

一志町、白山町、美杉村 

 松阪・紀勢地域 松阪市、多気町、明和町、勢和村、大台町、宮川村 

 伊勢志摩地域 
伊勢市、鳥羽市、玉城町、二見町、小俣町、南勢町、南島町、

御薗村、度会町、志摩市、大紀町 

 伊賀地域 伊賀市、名張市 

 尾鷲地域 尾鷲市、紀伊長島町、海山町 

 熊野地域  熊野市、御浜町、紀宝町、紀和町、鵜殿村  

注）市町村名は平成17年3月31日現在のものである。 
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図1-2-1 三重県地域区分図 
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表1-2-5 「発生量及び処理状況の流れ図」に係る用語の定義 

 項       目 定            義 

（Ａ）発生量  事業場内等で生じた産業廃棄物量及び有償物量 

（Ｂ）有償物量 
（Ａ）の発生量のうち、中間処理されることなく、他者に有償で売却

した量（他者に有償売却できるものを自己利用した場合を含む） 

（Ｃ）排出量 （Ａ）の発生量のうち、（Ｂ）の有償物量を除いた量 

（Ｄ）自己中間処理量 （Ｃ）の排出量のうち、自ら中間処理した廃棄物量で処理前の量 

（Ｅ）自己中間処理後量 （Ｄ）で中間処理された後の廃棄物量 

 （Ｅ1）自己中間処理後再生利用量 
（Ｅ）の自己中間処理後量のうち、自ら利用し又は他者に有償で売却

した量 

（Ｆ）自己減量化量 （Ｄ）の自己中間処理量から（Ｅ）の自己中間処理後量を差し引いた量 

（Ｇ）自己未処理量 （Ｃ）の排出量のうち、自己中間処理されなかった量 

（Ｇ1）自己未処理自己再生利用量 
（Ｇ）の自己未処理量のうち、他者に有償売却できないものを自ら利

用した量 

（Ｇ2）自己最終処分量 （Ｉ）の自己最終処分量のうち、自己未処理で自己最終処分された量 

（Ｇ3）委託中間処理量 （Ｌ）の委託中間処理量のうち、自己未処理で委託中間処理された量 

（Ｇ4）委託直接最終処分量 
（Ｏ）の委託直接最終処分量のうち、自己未処理で委託直接最終処分

された量 

 

（Ｇ5）その他量 （Ｊ）のその他の量のうち、自己未処理でその他となった量 

（Ｈ）搬出量 
（Ｉ）の自己最終処分量、（Ｊ）のその他の量、（Ｋ）の委託処理量

の合計 

（Ｉ）自己最終処分量 自己の埋立地に処分した量 

（Ｊ）その他量 保管されている量、又はそれ以外の量 

（Ｋ）委託処理量 中間処理及び最終処分を委託した量 

（Ｌ）委託中間処理量 （Ｋ）の委託処理量のうち、処理業者等で中間処理された量 

（Ｍ）委託中間処理後量 （Ｌ）で中間処理された後の廃棄物量 

（Ｍ1）委託中間処理後再生利用量 
（Ｍ）の委託中間処理後量のうち、処理業者等で自ら利用し又は他者

に有償で売却した量  

（Ｍ2）委託中間処理後最終処分量 （Ｍ）の委託中間処理後量のうち、最終処分された量 

（Ｎ）委託減量化量 
（Ｌ）の委託中間処理量から、（Ｍ）の委託中間処理後量を差し引いた

量 

（Ｏ）委託直接最終処分量 
（Ｋ）の委託処理量のうち、処理業者等で中間処理されることなく最

終処分された量 

（Ｐ）委託最終処分量  処理業者等で最終処分された量 

（Ｑ）最終処分量  排出事業者と処理業者等の最終処分量の合計 

（Ｒ）再生利用量  排出事業者、又は処理業者等で再生利用された量 

（Ｓ）資源化量 （Ｂ）の有償物量と（Ｒ）の再生利用量の合計 

（Ｔ）減量化量  排出事業者、又は処理業者等の中間処理により減量された量 
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第3節 調査の方法 

1 ． 調査方法の概要 

 調査は、郵便調査、及び県保有の既存資料調査により実施した。回答を得た産業廃棄物の発生及び処

理状況に関する内容と各事業所の規模を示す「製造品出荷額等」等の活動量指標を基に、県内の産業廃

棄物の総発生量等を推計した。 

 本調査においては、排出業種の特性等を勘案し、各業種毎に次に示す調査方法を基本とした。 

 

表1-3-1 調査方法 

調査方法 

アンケート調査  

 

業  種 

全数調査注1） 標本調査注2) 
資料調査注3） 

 

備     考 

農業   ○  

鉱業 ○    

建設業  ○   

製造業  ○   

電気・水道業 ○ 
  大規模火力発電所、ガス製造所、上・下

水処理場の全施設に対して調査を実施。 

運輸・通信業  ○   

卸・小売業  ○   

サービス業  ○   

医療業（病院） ○    

 

注1）全数調査とは、産業廃棄物の発生量及び処理状況の実態をより正確に把握するために特定の業種及び事業所等の全数に対し、その

発生量及び処理状況の実績量を把握する方法 

注2）標本調査とは、調査対象業種に分類される事業所から一部の調査事業所を抽出し、この抽出された排出事業者からの回答や事業所

への聞き取りに基づいて産業廃棄物の実態を把握する方法 

注3）資料調査とは、関係部局又は関連機関等が調査した発生量及び処理状況の資料を引用し、実態を把握する方法 
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2 ． 標本調査 

 調査は、アンケート調査（郵送）により行った。 

 産業廃棄物の発生及び処理状況に関する内容と産業廃棄物の発生量に関連する活動量指標（建設業に

おける「元請完成工事高」、製造業における「製造品出荷額等」等）を基に、県内の産業廃棄物の総発

生量等を推計した。 

 

 (1) 調査対象事業所の抽出方法 

 抽出の方法は、「平成13年 事業所・企業統計調査報告」（以下「事業所統計調査」）を基に、業

種別・従業者規模別等に事業所を層別し、これらの各層ごとに実施した。  

 

表1-3-2 調査対象事業所の抽出方法 

業  種 抽  出  方  法  等 

鉱業 事業所統計調査に登録された事業所を全数抽出 

建設業 

事業所統計調査に登録された事業所を抽出 

・資本金 3千万円以上      ：全数抽出 

・資本金 5百万円以上3千万円未満：無作為抽出 

 注）県外に本社を有する事業所については、別途既存名簿等により抽出。 

製造業 

事業所統計調査に登録された事業所を抽出                    

・従業者数 30人以上：全数抽出        

・従業者数 30人未満：無作為抽出 

 注）無作為抽出する抽出率は、業種中分類により異なる。 

運輸業 

事業所統計調査に登録された事業所を抽出                     

・従業者数 30人以上：全数抽出        

・従業者数 30人未満：無作為抽出 

卸・小売業 

事業所統計調査に登録された事業所を抽出                     

・従業者数 30人以上：全数抽出        

・従業者数 30人未満：無作為抽出 

サービス業 

事業所統計調査に登録された事業所を抽出                       

・従業者数 30人以上：全数抽出        

・従業者数 30人未満：無作為抽出 

医療業 事業所統計調査に登録された事業所を全数抽出 

  
注）従業者数30人以上の事業所については、一般的に産業廃棄物を多量に排出する可能性が高く、また、本アンケート調査を通して 

産業廃棄物の排出、処理に関する認識を深めていただくこと等を考慮し、その全数を調査対象とした。 
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 (2) アンケート調査項目 

 調査の項目は、以下の3項目とした。 

 1) 事業所の属性：事業所名、業種名、産業廃棄物発生の有無、活動量指標等 

2) 産業廃棄物の発生量等：産業廃棄物の発生から処理に至る量及び方式等 

3) 産業廃棄物に関する意識等：産業廃棄物処理に関する意識や活動実態等 

  （調査票の項目及び形式の詳細は、巻末参考資料を参照） 

 

 (3) 排出原単位の算出と調査対象全体の排出量の推計 

1) 排出原単位の算出 

 排出原単位は、アンケート調査等によって得られた標本の業種別の産業廃棄物量と業種別の集計

活動量指標から、表1-3-3に示すＡ式により単位活動量当たりの産業廃棄物排出量（排出原単位）を

算出した。  

 

2) 調査対象全体の排出量の推計 

 1)で算出された排出原単位と、業種別の調査対象全体（母集団）における調査当該年度の活動量

指標を用いて、表1-3-3に示すＢ式によって調査対象全体の産業廃棄物の排出量を推計した。 

 

表1-3-3 排出原単位と排出量の推計の概念 

① 排出原単位の算出 

 Ａ式  α＝Ｗ／Ｏ    α ：産業廃棄物の排出原単位 

                          Ｗ ：標本に基づく集計産業廃棄物排出量 

                          Ｏ ：標本に基づく集計活動量指標 

② 調査対象全体の排出量の推計 

  Ｂ式  Ｗ’＝α×Ｏ’  Ｗ’：調査当該年度の推計産業廃棄物排出量 

                    Ｏ’：調査当該年度の母集団の活動量指標 

 
 

(3) 活動量指標 

 標本調査対象業種にて、母集団（県全体）の推計に用いた活動量指標は、次のとおりである。 

表1-3-4 業種別の活動量指標 

産業分類 活動量指標等 出    典 

鉱業 

建設業 

製造業 

運輸・通信業 

卸・小売業 

サービス業 

医療業 

従業者数 

元請完成工事高 

製造品出荷額等 

従業者数 

従業者数 

従業者数 

病床数 

平成16年 事業所・企業統計調査報告 （総務省） 

平成15年度 建設工事施工統計調査報告 （国土交通省） 

三重の工業 （平成16年 三重県）  

平成16年 事業所・企業統計調査報告 （総務省） 

平成16年 事業所・企業統計調査報告 （総務省） 

平成16年 事業所・企業統計調査報告 （総務省） 

平成15年度 医療施設調査 
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第4節 調査結果の利用上の留意事項 

1 ． 産業廃棄物の種類の区分 （中間処理に伴う種類区分の変更） 

 本報告書では、産業廃棄物の種類を2段階で設定している。 

 

第1段階 発生時点の種類 

第2段階 排出事業者の中間処理により、変化した処理後の種類 

  例 木くず → （焼却） → ［燃え殻］ 

  

種類の変換は、アンケート調査で回答された中間処理方法と廃棄物の組み合わせによって電算処理で

行った。 

 なお、本報告書では、図表中の表現により種類を変換しない集計を用いたものがあるため、この場合

においては、「種類：無変換」と表示している。 

 

 

2 ． 建設業の地域区分 

 建設業の推計を行うために、活動量指標として元請完成工事高を用いたが、建設業の事業特性上、こ

の母集団の活動量指標は県全体値のみが入手可能であり、地域別の値は公表されていない。そのため、

建設業の場合、原単位法に基づく推計は県全体についてのみ可能である。 

 したがって、本報告書では、産業廃棄物発生量等について、建設業の全体量を地域別の人口で按分す

ることにより、各地域の量を算出した。 

 

 

3 ． 単位と数値に関する処理 

 (1) 単位に関する表記方法 

 本報告書の調査結果表では、すべて平成16年度1年間の量であることを示すため、図表の単位は「千

ｔ/年」で表示しているが、文章中では原則として「千ｔ」で記述している。                           

 (2) 数値の処理                                        

 本報告書に記載されている重量（千ｔ表示）及び構成比（％）等の数値は、四捨五入しているため

に、総数と個々の合計とは一致しない場合がある。 

 (3) 表中の空欄は該当値のないもの、「0」表示は500ｔ/年未満であることを示している。 

  

4 ． 農業、鉱業の取り扱い 

 農業、鉱業から排出される産業廃棄物の処理・処分状況は他業種と異なり、農業からの家畜ふん尿は

農地還元に、鉱業からの砂利洗浄汚泥は砂利採取跡地への埋め戻しをする等、産業廃棄物の中間処理あ

るいは最終処分といった処理体系に区分することが困難であるため、第2章から第3章までの内容から除

いている。 

 



- 13 - 

第5節 標本抽出・回収結果 

 三重県内に所在する総事業所数50,874件（平成13年度事業所・企業統計調査（公営企業を除く））の

総母集団から、産業廃棄物が比較的多量に発生する業種を選定し、アンケート調査により各母集団から

発生する産業廃棄物の推計を実施した。 

 

 今回のアンケート調査の対象となる総母集団事業所数は50,874件である。 

 このうち、業種特性、規模別特性等を考慮し設定した業種別、従業者規模別の抽出率を基に､5,881件

を抽出（抽出率11.6%）し、アンケート調査を実施した。 

 

 回収された調査票は､2,254件（回収率38.3%）であり、このうち廃業及び休業等、また、活動量指標

の記載がないため無効となった調査票を除いた有効調査票は1,794件（有効回答率30.5%）である。 

 

 抽出及び回収結果は、表1-5-1のとおりである。  
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発生量 排出量 発生量 排出量 発生量 排出量

医療業含む合計 4,543 4,320 3,620 3,268 923 1,051

合計 4,538 4,315 3,619 3,267 919 1,048

燃え殻 26 26 10 10 16 16

汚泥 2,128 2,125 1,760 1,700 368 425

廃油 129 112 61 60 68 52

廃酸 36 28 45 41 -9 -13

廃アルカリ 102 99 53 53 49 46

廃プラスチック類 190 173 119 115 71 58

紙くず 10 10 4 4 6 6

木くず 69 64 69 63 0 1

繊維くず 1 1 1 1 0 0

動・植物性残さ 102 99 38 35 64 64

ゴムくず 3 3 1 1 2 2

金属くず 232 76 293 65 -61 11

ガラスくず等 133 133 92 88 41 45

鉱さい 88 86 109 108 -21 -22

がれき類 1,240 1,232 912 869 328 363

ばいじん 44 44 52 52 -8 -8

その他
産業廃棄物

4 4 0 0 4 4

平成12年度平成16年度 増減

種類

業種

第3章 産業廃棄物発生量等の比較 

第1節 前回調査結果との比較 

1  発生・排出状況の比較 

 平成16年度の発生量、排出量を前回調査（平成12年度実績）と種類別に比較すると、この4年間で、

発生量（農業、鉱業、医療業除く）は919千ｔ（25％）、排出量は1,048千ｔ（32％）増加している（図

3-1-1）。 

 なお、グラフは発生量を比較したものである。 

 

     

                                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3-1-1 種類別の発生量・排出量の比較
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燃え殻

3,619

4,538

千t/年



 42

発生量 排出量 発生量 排出量 発生量 排出量

医療業含む合計 4,543 4,320 3,620 3,268 923 1051

合計 4,538 4,315 3,619 3,267 919 1,048

建設業 1,440 1,431 1,091 1,042 349 389

製造業 2,493 2,283 2,018 1,779 475 504

電気・水道業 565 565 463 403 102 162

運輸業 4 3 12 12 -8 -9

卸・小売業 33 31 31 29 2 2

サービス業 3 2 3 3 0 -1

医療業 5 5 1 1 3 3

平成16年度 平成12年度 増減

種類

業種

 

業種別に比較すると、運輸業（-8千ｔ）が減少したが、建設業（349千ｔ）や製造業（475千ｔ）、電

気・水道業（102千ｔ）などは増加しており、排出量も同じ傾向である（図3-1-2）。 

なお、グラフは発生量を比較したものである。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3-1-2 業種別の発生量・排出量の比較 

 

 

2  処理状況の比較 

 発生量に対する各処理量の割合を前回調査と比較すると次のとおりである。 

 発生量は増加しており、その処理については、減量化量及び資源化量は増加し、最終処分量は大幅に

減少している。 

表3-1-3 処理状況の比較 

平成12年度 3,619 (100%) 3,267 (90%) 1,791 (49%) 1,482 (41%) 345 (10%)

平成16年度 4,538 (100%) 4,315 (95%) 2,434 (54%) 1,921 (42%) 167 (4%)

増減（率） 919 (25%) 1,048 (32%) 643 (36%) 439 (30%) -178 (-52%)

発生量 最終処分量資源化量減量化量排出量

 

建設業
建設業
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（千t/年） H16 H21 H26

建設業 1,431 1,321 1,248

製造業 2,283 2,349 2,403

電気・水道業 565 717 837

その他 41 37 32

排出量計 4,320 4,424 4,521

第2節 排出状況の将来見込み 

 排出量の将来予測は、次の考え方で行った。 

産業廃棄物の排出原単位及び処理形態も将来に渡り一定であると仮定して、各種活動量指標を将来推

計し、推計した活動量指標に平成16年度の原単位を乗じて排出量等を予測した。 

 業種別、種類別排出量の将来見込みは、図3-2-1、図3-2-2に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3-2-1 業種別排出量の将来見込み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3-2-2 種類物排出量の将来見込み 

（千t/年） H16 H21 H26

汚泥 2,126 2,308 2,454

がれき類 1,232 1,141 1,080

廃プラスチック類 174 177 180

ガラスくず等 133 135 137

廃油 112 113 114

動植物性残さ 99 102 105

廃アルカリ 99 102 104

鉱さい 86 88 90

その他 258 258 258

排出量計 4,320 4,424 4,521
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第4章 農業、鉱業を含めた産業廃棄物 

第1節 農業 

 農業からの産業廃棄物は、関係部門の資料を基に畜産農業からの動物のふん尿及び施設園芸農業から

の廃プラスチック類について調査を実施した。 

 その結果は表4-1-1、表4-1-2のとおりである。 

 

表4-1-1 農業からの産業廃棄物 

 

対象物 関連資料の出典等 排出量 

 

動物のふん尿 

＊活動量：「都道府県別家畜・鶏飼養頭羽数」 

 （「日本統計年鑑」総務省統計局）による 

＊ふん尿発生原単位：「堆肥化施設設計マニュアル」 

 （中央畜産会）による 

1,026千ｔ/年 

農業系廃プラスチック類 ＊発生量：「農林業使用済プラスチック処理実態調査

票」（三重県）による 
330t/年 

 

表4-1-2 農業系廃プラスチック類 

                                                                               （ｔ/年） 

再生処理 埋立処理 焼却処理 

民間 民間 市町村 個人 その他 民間 市町村 個人 その他 

その他 合計 

114 87 23 13 3 - 3 88 - 0 330 

 

第2節 鉱業 

 鉱業からの産業廃棄物については、標本調査により実施した。 

 鉱業からの発生量は、1,957千ｔとなっている。種類別にみると汚泥が1,953千ｔと全体のほぼ100%を

占めている。 

 発生量1,957千ｔに対して、自己中間処理（自己中間処理量は1,954千ｔ）により1,391千ｔが、委託

中間処理（委託中間処理量は2千ｔ）により1千ｔが減量している。 

 処理・処分は、発生量の29％に当たる565千ｔが採取跡地への埋め戻し等となっている。 

                 

表4-2-1 鉱業からの産業廃棄物 

                                                                          (千ｔ/年) 

発生量 有償物量 排出量 減量化量 埋め戻し量等その他 

1,957 (100%) 2 (0%) 1,957 (100%) 1,392 (71%) 565 (29%)  
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第5章 産業廃棄物に関する意識調査の結果 

 平成16年度の「産業廃棄物実態調査」に併せて行った産業廃棄物に関する意識調査の結果の概要は次

のとおりである。 

 

第1節 調査概要 

 設問は以下の7項目について、複数の選択肢から該当する項目を選ぶ方式により行った。 

 

設問1 産業廃棄物の発生抑制・リサイクルへの取り組みについて 

設問2 再生資源の利用（原材料、仕入時の梱包材等）について 

設問3 廃棄物処理を委託する場合に配慮する情報について 

設問4 マニフェストの利用について 

設問5 廃棄物処理を委託する場合の課題について 

設問6 公共が関与する産業廃棄物処理について 

設問7 三重県の廃棄物関連施策について 

 

 

第2節 意識調査回答の概要 

業種 建設業 製造業 電気・水道業 運輸業 卸・小売業 サービス業 医療業 鉱業 合計

送付数 1,078 2,993 44 378 1,000 202 114 72 5,881

回答数 322 733 33 56 167 25 75 15 1,426

回答率 30% 24% 75% 15% 17% 12% 66% 21% 24%
 

 

 上表に示す「回答率」は、下記理由により、本報告書の前半で解説している「産業廃棄物の発生～処

理・処分」に対する回答率と異なっている。 

① 産業廃棄物が発生しない事業へも意識調査の回答を求めたこと 

②「産業廃棄物の発生～処理・処分」に回答しても、意識調査には回答していない事業所があること 
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第3節 意識調査回答の結果 

 

設問1 産業廃棄物の発生抑制・リサイクルへの取り組みについて 

 

 1-1 産業廃棄物の発生抑制に関する現状と将来計画について（複数回答可） 

 (1) 該当する項目は何か 

［ 現状 ］ 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［ 将来 ］ 

 

 

 

 

 

　 建設業 製造業 電気・水道業 運輸業

卸・小売業 サービス業 その他

0 100 200 300 400 500 600

原材料調達時に廃棄物減量を考慮

生産方法・工程の見直し

発生抑制のための計画的な取り組み

特に対応なし

その他

〔事業所数〕

484

426

439

319

122

0 50 100 150 200 250 300

原材料調達時に廃棄物減量を考慮

生産方法・工程の見直し

発生抑制のための計画的な取り組み

特に対応なし

その他

〔事業所数〕

182

122

254

182

237
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 (2) 発生する産業廃棄物の何割程度を発生抑制できるか 

［ 今後5年間 ］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

［ 今後10年間 ］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 　 建設業 製造業 電気・水道業 運輸業

卸・小売業 サービス業 その他

0 100 200 300 400 500 600

抑制なし

５％以下

５～１０％

１０～３０％

３０～５０％

５０％以上

〔事業所数〕

317

519

226

92

20

18

0 50 100 150 200 250 300 350

抑制なし

５％以下

５～１０％

１０～３０％

３０～５０％

５０％以上

〔事業所数〕

227

273

333

167

45

27
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1-2 リサイクル（再利用・再生利用）に関する現状と将来計画について（複数回答可） 

(1)該当する項目は何か 

［ 現状 ］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

［ 将来 ］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

  

 

 　 建設業 製造業 電気・水道業 運輸業

卸・小売業 サービス業 その他

0 100 200 300 400 500 600 700 800

生産方法・工程見直し

廃棄物を自社内で再利用・再生利用

廃棄物を他社等で再利用・再生利用

特に対応なし

その他

〔事業所数〕

229

283

720

235

87

0 50 100 150 200 250 300 350

生産方法・工程見直し

廃棄物を自社内で再利用・再生利用

廃棄物を他社等で再利用・再生利用

特に対応なし

その他

〔事業所数〕

167

153

316

160

87
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 (2) 発生する産業廃棄物の何割程度をリサイクルできるか 

［ 今後5年間 ］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［ 今後10年間 ］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

  

 　 建設業 製造業 電気・水道業 運輸業

卸・小売業 サービス業 その他

0 100 200 300 400 500 600 700

１０％以下

１０～２０％

２０～４０％

４０～７０％

７０％以上

〔事業所数〕

135

603

66

77

269

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450 500

１０％以下

１０～２０％

２０～４０％

４０～７０％

７０％以上

〔事業所数〕

448

173

99

64

271
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1-3 発生抑制やリサイクルの取り組みを進める上での問題点について（複数回答可） 

 
［ 発生抑制に関して ］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

［ リサイクルに関して ］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 　 建設業 製造業 電気・水道業 運輸業

卸・小売業 サービス業 その他

0 50 100 150 200 250 300 350

人手が不足

技術力が不足

知識・情報が不足

社員教育が難しい

相談する相手がいない

必要な技術や機械設備が開発されていない

機械設備などに投資する余裕が無い

コスト高となってしまう

何をして良いのか分からない

事業特性から発生抑制・リサイクルは不可能

その他

〔事業所数〕

191

298

58

324

107

152

35

127

234

213

163

0 50 100 150 200 250 300 350 400

人手が不足

技術力が不足

知識・情報が不足

社員教育が難しい

相談する相手がいない

必要な技術や機械設備が開発されていない

機械設備などに投資する余裕が無い

コスト高となってしまう

何をして良いのか分からない

事業特性から発生抑制・リサイクルは不可能

その他

〔事業所数〕

157

190

208

92

27

167

202

307

62

174

107
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設問2 再生資源の利用（原材料、仕入時の梱包材等）について      

 

(1) 事業所における再生資源の利用について              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

   

(2) 再生資源の利用を進める上での問題点について（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 　 建設業 製造業 電気・水道業 運輸業

卸・小売業 サービス業 その他

0 100 200 300 400 500 600 700 800

現在再生資源を利用している

現在は再生資源を利用していないが、利用する予定がある

再生資源を利用する考えはない

〔事業所数〕

695

255

242

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450

再生資源の品質が悪い

再生資源の価格が高い

再生資源を安定して調達できない

再生資源に関する知識・情報が不足している

事業特性から再生資源の利用が不可能

その他

〔事業所数〕

237

388

148

264

262

97
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設問3 産業廃棄物の処理を委託するにあたり、配慮している情報について（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

  

 　 建設業 製造業 電気・水道業 運輸業

卸・小売業 サービス業 その他

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900 1000

会社情報（法人の名称等）

許可内容（事業範囲等）

処理施設内容（施設の種類等）

処理の実績（廃棄物の種類等）

適正な維持管理状況

財務状況

処理料金に関する情報

環境関連資格の取得状況

過去における違法な処理等の有無

地域との良好な関係構築に対する努力

環境保全への取組状況（ISO等の取得等）

その他

〔事業所数〕

899

479

666

582

320

143

690

242

415

227

332

34
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設問4 マニフェストの利用について 

  （1）事業所で使用しているマニフェストの種類について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

（2）マニフェストの利用に当たっての希望について（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜マニフェストの使いづらい部分の具体例＞ 

・カーボンの部分でほかの書類も汚れてしまう。 

・手書のサインが面倒である。 

・記入する項目が多い。工事名等略式で扱えないか。 

・サイズをA4にして、穴の開ける位置を変更してほしい。   等 

 　 建設業 製造業 電気・水道業 運輸業

卸・小売業 サービス業 その他

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900

産業廃棄物協会で購入したマニフェスト

建設業協会で購入したマニフェスト

自社で作成したマニフェスト

電子マニフェスト

産業廃棄物処理業者に委託していない

その他

〔事業所数〕

802

182

25

11

72

141

0 50 100 150 200 250 300

使いづらいので記入欄の修正が必要

マニフェストの金額が高い

マニフェストの購入場所が限られている

その他

〔事業所数〕

67

276

238

249
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設問5 廃棄物処理を委託する場合の課題について  （複数回答可）    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

＜必要な処理施設の具体例＞ 

・塩素系廃棄物の処理施設 

・蛍光灯、水銀灯の処理施設 

・廃液の処理施設 

・少量の有害物質や金属、プラスチック等の複合物の処理施設 

・PCB等の処理施設                       等 

 

 

 　 建設業 製造業 電気・水道業 運輸業

卸・小売業 サービス業 その他

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900

処理困難物や有害物質の処理施設の不足

処分費用が高い

リサイクル施設の不足

廃棄物処理業者に関する情報の不足

その他

〔事業所数〕

76

854

274

381

54



 56

設問6 公共が関与する産業廃棄物処理について 

    

（1） 公共が関与する産業廃棄物処理事業は必要であるか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）-1 必要である理由について（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 　 建設業 製造業 電気・水道業 運輸業

卸・小売業 サービス業 その他

0 200 400 600 800 1000 1200 1400

必要である

必要でない

〔事業所数〕

1,153

116

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900

公共関与の施設の方が安心できる

公共関与の施設の方が継続して処理してもらえる

処理料金が安く設定される

処理料金が高くなってしまう

運用が硬直的になり処理してもらうのに時間がかかる

県が施設を建設し民間に運営を委託すればよい

施設までの距離料金面で有利であればどちらでも良い

その他

〔事業所数〕

764

456

360

36

35

190

222

70
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(2)-2 必要でない理由について（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 以下、(3)は、(1)において、「必要である」と回答した事業所への質問 

 

（3）必要な施設の種類について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 　 建設業 製造業 電気・水道業 運輸業

卸・小売業 サービス業 その他

0 10 20 30 40 50 60

公共関与の施設の方が安心できる

公共関与の施設の方が継続して処理してもらえる

処理料金が安く設定される

処理料金が高くなってしまう

運用が硬直的になり処理してもらうのに時間がかかる

県が施設を建設し民間に運営を委託すればよい

施設までの距離料金面で有利であればどちらでも良い

その他

〔事業所数〕

4

0

31

30

32

49

19

4

0 100 200 300 400 500 600 700 800

焼却施設

最終処分場

その他

〔事業所数〕

366

712

123
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設問7 三重県の廃棄物関連施策について     

 

（1）産業廃棄物税による税収により、県による実施が必要な事業について（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）将来の産業廃棄物処理施策に対して必要なことについて（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  　 建設業 製造業 電気・水道業 運輸業

卸・小売業 サービス業 その他

0 100 200 300 400 500 600

産廃の発生抑制やリサイクル技術の開発に対する補助金

企業の産廃処理状況について情報を交換できる環境設備

県内で発生する産廃のリサイクルや処理技術の研究開発

産廃のリサイクル技術等について県内企業との共同研究

産廃の最終処分場等の周辺を住み良く整備する事業

再生資源の購入費用に対する補助金

県内の不法投棄対策

その他

〔事業所数〕

541

216

378

245

374

261

492

28

0 100 200 300 400 500 600 700

環境に配慮した高度な処理・処分施設の設置の推進

不法投棄等不適正処理の監視強化、厳罰化の推進

排出事業者、処理業者への技術的支援システムの構築

排出事業者、処理業者への経済的支援システムの構築

リサイクル、適正処理への意識啓発の推進

リサイクル技術の開発の推進

企業が連携・交流する場の構築及び運営

廃棄物処理施設の設置に係る規制の緩和

法律や条例の整備・強化

その他

〔事業所数〕

25

125

128

78

489

240

405

412

597

307



 59

第6章 産業廃棄物処理業者に対する意識調査の結果 

 平成16年度の「産業廃棄物実態調査」に併せて行った産業廃棄物処理業者に対する意識調査の結果の

概要は次のとおりである。 

 

第1節 調査概要 

 設問は以下の5項目について、複数の選択肢から該当する項目を選ぶ方式により行った。 

 

設問1 今後の経営方針について 

設問2 事業内容等に関する情報提供の可能性について 

設問3 自然災害等に備えての対策 

設問4 産業廃棄物処理について 

設問5 三重県の廃棄物関連施策について 

 

 

第2節 意識調査回答の概要 

 

発送数 98 

有効回答数 51 

回答率 52.0% 
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第3節 意識調査回答の結果 

 

設問1 今後の経営方針について 

1-1 今後進める予定の事業内容について 

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

未定

その他

県外廃棄物を含めた広域処理

リサイクルを主体とした事業

廃棄物処理事業を主体とした事業

〔事業所数〕

 

 

1-2(1) 中間処理施設の新増設について 

0 5 10 15 20 25 30 35 40

新設又は増設の予定はない

増設の予定がある

新設の予定がある

〔事業所数〕
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1-2(2) 施設の種類について（複数回答可） 

0 5 10 15

その他の中間処理施設

焼却施設

〔事業所数〕
 

＜その他の中間処理施設の具体例＞ 

・破砕施設         ・移動式中間処理施設 

・水処理施設        ・脱水施設        等 

 

1-2(3) 予定時期について 

0 5 10

未定

H21年

H20年

H19年

H18年

H17年

〔事業所数〕
 

 

1-2(4) リサイクルを目的とした施設か 

0 5 10 15 20

いいえ

はい

〔事業所数〕
 

 

1-2(5) 新・増設を予定している施設で処理する主な廃棄物の種類 

・汚泥            ・金属くず 

・廃油            ・動植物性残渣 

・廃酸            ・廃アルカリ・木くず 

・廃プラスチック       ・ガラスくず、陶磁器くず 

・建設廃材          ・混合廃棄物         等 
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1-3(1) 最終処分場の新増設について 

0 5 10 15 20 25 30

新設又は増設の予定はない

増設の予定がある

新設の予定がある

〔事業所数〕
 

 

1-3(2) 施設の種類について（複数回答可） 

0 5

検討中（未定）

安定型処分場

管理型処分場

遮断型処分場

〔事業所数〕
 

 

1-3(3) 予定時期について 

0 5

H2１年

H20年

〔事業所数〕
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1-4 県外廃棄物の受け入れについて 

0 5 10

その他

県外物は受け入れていない

今後は受け入れ量を減らしたい

今後も現状レベルで受け入れたい

今後は受け入れ量を増やしたい

〔事業所数〕
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設問2 事業内容等に関する情報提供の可能性について 

(1) 排出事業者及び地域住民に発信している情報について （複数回答可） 

［ 排出事業者に対して ］ 

0 5 10 15 20 25 30

その他

環境保全への取組状況

地域社会との良好な関係構築に対する努力

環境関連資格の取得状況

処理料金に関する情報

財務状況

適正な維持管理状況

処理の実績

処理施設内容

許可内容

会社情報

〔事業所数〕
 

 

［ 地域住民に対して ］ 

0 5 10 15 20 25 30

その他

環境保全への取組状

地域社会との良好な関係構築に対する努力

環境関連資格の取得状況

処理料金に関する情報

財務状況

適正な維持管理状況

処理の実績

処理施設内容

許可内容

会社情報

〔事業所数〕
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(2) 情報提供の仕方について（複数回答可） 

［ 排出事業者に対して ］ 

0 5 10 15

その他

インターネットのHPへの掲載

チラシ等の配布

地域の行事への参加

説明会の開催

〔事業所数〕

 

 

［ 地域住民に対して ］ 

0 5 10 15

その他

インターネットのHPへの掲載

チラシ等の配布

地域の行事への参加

説明会の開催

〔事業所数〕
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設問3 自然災害や事故に備えて、施設に講じている措置について（複数回答可） 

0 5 10

その他

対策は検討していない

対策を講じたいが方策が分からない

計画やマニュアルを策定している

廃棄物が飛散・流出しないような防止策を講じている

〔事業所数〕

 

 

 

設問4 産業廃棄物の処理について（複数回答可） 

0 5 10

その他

現在のところ特に問題は無い

施設の新設等を考えているが地域住民の理解が得られない

産業廃棄物の受け入れ量が減少している

産業廃棄物の処理について地域住民に理解されない

処理業者の料金格差が大きすぎる

処理コストに見合う料金を排出事業者から徴収できない

排出事業者にマニフェストの重要性が認識されていない

排出される産業廃棄物の分別が徹底されていない

〔事業所数〕
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設問5 三重県の廃棄物施策について 

(1) 産業廃棄物税による税収により、県による実施が必要な事業について（複数回答可） 

0 5 10

その他

県内の不法投棄対策

再生資源の購入費用に対する補助金

産業廃棄物の最終処分場等の周辺を住み良く整備する事業

産廃のリサイクル技術等について県内企業との共同研究

県内で発生する産廃のリサイクル技術等の研究開発

企業の産廃処理状況について情報を交換できる環境整備

産廃の発生抑制やリサイクル技術の開発に対する補助金

〔事業所数〕
 

 

 

(2) 将来の産業廃棄物施策に関して必要なことについて（複数回答可） 

0 5 10

その他

公共関与による最終処分場の設置と運営

公共関与による中間処理施設の設置と運営

法律や条例の整備・強化

廃棄物処理施設の設置に係る規制の緩和

企業が連携・交流する場の構築及び運営

リサイクル技術の開発の推進

リサイクル、適正処理への意識啓発の推進

排出事業者、処理業者への経済的支援システムの構築

排出事業者、処理業者への技術的支援システムの構築

不法投棄等不適正処理の監視強化、厳罰化の推進

〔事業所数〕
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